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平成２０年２月２０日、市町村の合併の特例等に関す

る法律に基づき、府として「自主的な市町村の合併

の推進に関する構想」を策定･公表した。

本構想の策定にあたり、平成１７年１０月に「大阪府

市町村合併推進審議会」を設置し、平成１８年１月に

本構想の作成について諮問した。当審議会では、「子

や孫の世代に引き継ぐことが出来る基礎自治体のあ

るべき姿はどのようなものか」といった観点から議

論いただき、平成１９年９月に答申をいただいた。そ

の後、河内長野市と千早赤阪村の具体的な組合せを

盛り込んだ本構想をパブリックコメント（平成１９年

１１月～１２月）を経て策定した。

以下、本構想での主要部分について説明する。

１．はじめに

人口減少や少子高齢化の進展、地方分権改革や道

州制に向けた動きの中で、補完性の原理のもと、住

民に身近な行政サービスを担う基礎自治体の行財政

基盤の強化が求められており、そうした行財政基盤

を強化する上で市町村合併は極めて有効な手段であ

ると示した。

また、地方交付税の大幅な削減や財政健全化法に

よる特別会計を含めた連結収支の公表の義務付け

（平成１９年度決算）などこれまで以上に財政運営の健

全化が求められる中、合併新法期限が平成２２年３月

であることから、本構想によって推進する市町村合

併は財政対応力が比較的乏しい小規模市町村に重点

を置かざるを得ないと示した。

２．府内市町村を取り巻く状況及び将来見通し

国立社会保障・人口問題研究所が行った将来推計に

よると、大阪府の人口が２０００年の８８０万人から２０３０年

には７６６万人に減少することや全国を上回るスピード

で高齢化が進展し、後期高齢者（７５歳以上）の割合

が高まること、府域内で人口動態にばらつきが生じ、

地域によっては社会活力の低下が懸念されると示し

た。

また、府内市町村の多くは、平成１６年度の地方交

付税等の大幅な削減などの影響により、構造的に収

支が不足し、定数削減や給与カット、積立金の取崩

しなどによって収支の均衡を図っているが、今後の

厳しい財政制約などにより住民サービスを今までど

おり継続したり、公共施設の維持更新や耐震化など

の最低限の投資を行うことも困難となると示した。

３．自主的な市町村の合併の推進に関する基本的な

事項

行政経費面では人口２０～３０万人程度が最も効率的

であることや行政組織面では規模が大きいほど専任

組織の設置や専門職員の配置が可能となるなどから、

府内市町村は、今後の分権改革の進展や道州制の導

入などを視野に入れると、基礎自治体としての能力

向上や官民協働推進の観点から、中核市・特例市並

みの権能を有する２０万人以上の規模に再編していく

ことが望ましいとした。

また、市町村は、持続可能で安定的な行政サービ

スを提供していくための手法の一つとして、合併を

住民・議会とともに真剣に検討するよう、とりわけ

小規模市町村は合併を早急に検討する必要があると

した。

４．構想対象市町村の組合せ

大阪都市圏は行政区域を越えて市街地が連担して

おり、一通りの合併の組合せを示すことが難しいこ
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とから、将来的に望ましい市町村の姿や検討の方向

性を示すにとどめ、法定協議会を設置するなど具体

的な動きがあった場合に、構想対象市町村に位置づ

け、適宜追加・修正していくこととしている。

また、人口２万未満の小規模町村が合併を検討す

る場合、近隣の比較的規模の大きい市との合併を検

討することが望まれるとともに、合併の要請を受け

た市は、中・長期的には特例市・中核市並みの権限

を持った基礎自治体の実現に向け、小規模町村との

合併を進めていくことが望ましいとした。

具体的な組合せについては、当面、河内長野市及

び千早赤阪村としている。

５．自主的な市町村の合併を推進するために必要な

措置

大阪府は、合併に関する制度や支援措置などの情

報提供や助言をはじめ、合併協議を円滑にするため

の財政的な支援や必要に応じた職員派遣を行ってい

くとともに、人口２万未満の小規模町村が合併を視

野に入れて、まちの将来のあり方を早急に検討して

いけるよう、市町村の行財政運営に関する客観的な

データ（将来の人口推計、一般財源の推移、職員定

数、積立金の現在高や取崩状況など）を示し、各市

町村が将来の財政推計やまちの将来の姿を住民、議

会に明らかにするよう促すとしている。

また、合併後の新市の行財政運営を支援する「包

括的な交付金制度を創設」するなど積極的に支援し

ていくとともに、編入する市と編入される市町村の

歴史、文化などの地域資源を活用した新市の官民協

働の取組に対し、積極的に支援していくことにして

いる。

地方分権改革の進展や道州制の実現を視野に入れ

ると、基礎自治体である市町村は、特例市や中核市

並みの権能を有する２０万人以上の規模の市に再編し

ていくことが望ましいことから、府としては、府内

市町村の取組が進むようサポートするとともに、市

町村合併が実現した新市に対しては、その建設が円

滑に進むよう、より一層積極的な支援に努めていく。

府内各市町村においても、本構想の策定を契機に、

住民・議会とともに地域の将来を真摯に議論し、あ

るべき姿を目指した取組を積極的に進められること

を期待する。

おわりに
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